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基本的な考え方
・ 基本計画策定

整備工事

整備工事

R 9 ～R1 0
新宮前市民館・ 図書館O PE N

R 12 ～R 1 4
新宮前区役所O P E N

設計・ 管理運営計画策定

施設全体の設計と の調整

基礎調査・ 市民参加による検討

市民参加
による 検討

活用基本方針に基づく 取組の推進
活用に関する

基本的な考え方
策定(R6 )

活用
基本方針

策定（ R7）

活用方針
   策定（ R3 ）

基本計画策定・ 設計

活用方針に基づく 取組の推進

基
本
方
針
策
定

計画
検討

環境アセス手続
都市計画手続

駅前街区工事 北街区工事
R1 2 ～R1 4

供用開始
R 9 ～R1 0
供用開始

基本・
実施設計

令和5（ ２ ０ ２ ３ ） 年10 月発行

発行元｜川崎市

お問い合わせ先

Q&A よく あるご質問にお答えし ます（ こ れまでネット 質問フォームに寄せら れた質問等も 掲載しています）

なぜ、 区役所、 市民館、 図書館は移転するの？Q1
移転・ 整備によっ て、 アク セスやバリ アフ リ ーなど現施設の課題の解消に加え、 施設の利便性、 耐震性、 機能性

向上などの効果が期待さ れます。 こ のほか、 市民意見と し ていただいた課題への対応を含め、 現施設の継続利用

と 移転・ 整備の検討を行っ た結果、 今回の再開発に合わせて移転・ 整備し 、 持続可能で宮前区全体の活性化を 促

す「 核」 と し てのまちづく り を進めていく こ と と し まし た。

A1

鷺沼駅前に移転すると 、 遠く なっ て不便になる地域も あるのでは？Q2
再開発で、 鷺沼駅のバスタ ーミ ナルを 約２ 倍の広さ にし 、 バス乗降場を 増設するこ と で、 小田急沿線から バス路

線の新設や、 向丘地区から の増便を 行う など、 市民の皆さ まの利便性向上と 、 宮前区全体の発展に向け、 バス事

業者と 連携し た取組を進めていき ます。

A2

新し い宮前市民館・ 図書館や区役所は、 いつ、 どこ にでき るの？Q3
再開発計画（ 施設計画や機能） の検証結果等を 踏まえ、 現時点の想定では、 市民館・ 図書館は令和９ (2 0 2 7 )～

1 0 (2 0 2 8 )年度頃、 駅前街区の再開発ビルの低層階に整備する計画です。 また、 区役所は令和1 2 (2 0 3 0 )～1 4

(2 0 3 2 )年度頃、 北街区の再開発ビルの低層階に整備する計画です。

A3

現在の宮前区役所や市民館・ 図書館はどう なるの？Q4
現在の宮前区役所や市民館・ 図書館は鷺沼駅周辺に移転し ます。 鷺沼駅周辺に新施設がオープンし たあと の現在

の施設・ 用地の使い方については、 引き続き、 市民の皆さ まのご意見を伺いながら 、 検討し ていき ます。
A4

現在の建物は、 今後は使えないの？Q5
現在の区役所・ 市民館・ 図書館の建物は、 長寿命化や修繕を行う こ と で使い続けるこ と はできますが、 バリ アフ

リ ー面での改善などが必要と なり ます。 引き続き、 土地・ 建物を 含めた新し い使い方については、 メ リ ッ ト 、 デ

メ リ ッ ト などを 整理し 、 市民の皆さ まのご意見を伺いながら 、 検討し ていきます。

A5

向丘出張所はどう なるの？Q6
令和4 (2 0 2 2 )年2 月に「 宮前区役所向丘出張所の今後の活用に関する方針」 を 策定し まし た。 本方針に基づき 、

向丘出張所の一層の活用に向けた取組を進めています。 詳し く は、 2ページをご覧く ださ い。
A6

再開発で交通量が増え、 駅周辺の道路が渋滞するのでは？Q7
バスタ ーミ ナルの出入口周辺に３ 箇所ある交差点を １ 箇所に集約するこ と や、 周辺道に右左折レ ーンを設置する

こ と などにより 、 通過交通に配慮し た駅周辺の交通流の改善を 図っ ていき ます。

なお、 令和４ (2 0 2 2 )年1 2 月に準備組合が公表し た環境アセスメ ント 条例準備書において、 こ れら の措置等を 講

じ るこ と で計画地周辺地域の地域の生活環境の保全に支障はないも のと 評価さ れています。

A7

いつ工事は始まるの？Q8
現時点での想定では、 令和6 (2 0 2 4 )年度に駅前街区の着工（ 解体工事など） が予定さ れています。 また、 北街

区については駅前街区の竣工（ 令和9 (2 0 2 7 )～1 0 (2 0 2 8 )年度） 後に着工さ れる予定です。
A8

フ レルさ ぎ沼は無く なっ てし まう の？Q9
再開発事業の推進にあたり 、 撤去さ れるこ と と なり ますが、 工事期間中は仮設店舗を 設置し 、 生活利便機能を継

続する方針で検討すると のこ と です。
A9

全体スケジュール（ 予定） について

　 再開発計画の検証結果（ 詳細は3 ページを ご覧く ださ い） を踏まえて、 現時点で想定する今後の取組スケジュ ール

は、 次のと おり です。

　 鷺沼駅周辺では、 現在、 再開発準備組合(以下、 準

備組合と いう )による再開発事業の検討が進めら れて

おり 、 川崎市では、 再開発の機会を 捉えて宮前区全

体の将来を 見据え た取組を 推進する ため、 平成3 1

(2 0 1 9 )年3 月に「 鷺沼駅周辺再編整備に伴う 公共機

能に関する基本方針」 を 策定し 、 こ の方針に基づく

取組を 『 宮前区のミ ラ イ づく り プロジェ ク ト 』 と 名

付け、 様々な検討を 進めています。 （ プロジェ ク ト

の概要等は2ページを ご覧く ださ い）

■再開発事業など 、 まち づく り に関する こ と  

　 まち づく り 局地域整備推進課 TEL： 0 4 4 -2 0 0 -0 4 8 3

■市民館・ 図書館に関する こ と                                       

　 教育委員会事務局生涯学習推進課 TEL： 0 4 4 -2 0 0 -1 9 8 1 　

■区役所に関する こ と

　 宮前区役所企画課 TEL： 0 4 4 -8 5 6 -3 1 7 0

■新区役所の整備に関する こ と

　 市民文化局区政推進課 TEL： 0 4 4 -2 0 0 -2 4 9 0

■現区役所等施設・ 用地の活用に関する こ と

　 総務企画局公共施設総合調整室 TEL： 0 4 4 -2 0 0 -0 7 5 5

■向丘出張所の活用に関する こ と      

　 市民文化局区政推進課 TEL： 0 4 4 -2 0 0 -2 3 0 9

令和5（ 2 0 2 3）年11月3 0 日まで、本プロジェ クト への

質問を受け付けています。ホームページの質問フォ ー

ムかFA X（ 2 0 0 -3 9 6 7 ） でまちづく り 局地域整備推

進課まで。

いただいた質問については、質問の要旨と 本市の見

解をあわせてホームページ上に公表し ます。

ホームページ など で
　 　 取組内容を お知ら せ中！
ニュースレ タ ー第1 ～4 号も こ ちらでご覧になれます。

ネッ ト 質問フ ォ ームを 設置し ていま す！

宮前区  ミ ラ イづく り

多 様 な ラ イ フ ス タ イ ル が 実 現 で き る ま ち を 目 指し て

R4
(2 0 2 2 )

駅前空間イメ ージ（ 準備組合提供） 完成予想パース（ 準備組合提供）

宮前区の
ミ ラ イ づく り
プ ロ ジェ ク ト ニュ ース

宮前区の
ミ ラ イ づく り
プ ロ ジェ ク ト ニュ ース

第5 号

4 1
1

資料４



宮前区のミ ラ イづく り プロジェ クト

　 再開発については、 新型コ ロナ危機を契機と し て、 社会ニーズの変化などに対応するため、 都市計画手続き 等を中

断し 、 準備組合による再開発計画の検証が進めら れ、 令和４（ 2022 ）年度に検証結果の報告があり まし た。

　 その報告を受けて都市計画手続き等を再開し 、 令和５（ 2 023 ）年９ 月に、 鷺沼駅周辺地区において、 本市の地域生

活拠点と し てふさ わし い土地の合理的かつ健全な高度利用と 都市機能の更新を図るために、 第一種市街地再開発事業

のほか必要な都市計画の決定及び変更を行いまし た。 今後は、 市街地再開発事業の認可に向けた取組を進めます。 

●基本方針を踏まえつつ、 引き続き、 再開発事業を推進

●オープンスペースの重要性や職住近接のニーズに対応し 、 将

　 来にわたり 市民が、 安心・ 快適に利用できる施設計画や機能

　 について再度検討

川崎都市計画第一種市街地再開発事業の決定

（ 鷺沼駅前地区第一種市街地再開発事業）  

川崎都市計画高度利用地区の変更（ 鷺沼駅前地区）  

川崎都市計画道路の変更（ 久末鷺沼線、 鷺沼線）

川崎都市計画交通広場の決定（ 鷺沼駅前交通広場）

川崎都市計画地区計画の変更（ 鷺沼地区地区計画）  

駅前街区（ 令和９ (2 0 27 )～1 0 (2 02 8 )年度） 、 北街区（ 令和1 2（ 2 0 30 ）～1 4（ 2 0 3 2）年度）の

供用開始を予定（ ※全体スケジュ ールについては１ ページをご覧く ださ い）

再開発事業の検証結果報告（ 令和4（ 2 0 2 2 ）年11 月 準備組合）

具体的な 検討内容（ こ れまで の検討状況を 含む）

1 新宮前市民館・ 図書館・ 区役所の整備に向けた取組

　 市民館・ 図書館については、 「 新し い宮前市民館・ 図書館基本計画」 （ 令和2 (2 0 2 0 )年8 月策定） に基づき 、 基

本・ 実施設計を行う と と も に、 市民意見を伺いながら 、 事業・ サービスの内容や効率的・ 効果的な提供手法等に関す

る「 （ 仮称） 新し い宮前市民館・ 図書館管理運営計画」 の策定作業を 行い、 ハード と ソ フ ト の一体的な検討を 進めて

いき ます。

　 また、 区役所については、 来庁者にと っ て利用し やすい環境の構築や、 将来にわたっ て市民ニーズに応じ たき め細

やかなサービスを提供でき るよう 検討を進めていき ます。

鷺沼駅前地区再開発事業

4 駅アク セス向上に向けた取組

　 再開発事業により 、 交通広場の拡充整備や交差点の集約化など、 駅周辺の交通環境の改善を行います。 また、 路線バス

ネッ ト ワーク の充実に向け、 今後、 交通広場の供用開始時期を見据え、 バス事業者と 連携し た取組を進めていきます。

検

証

経

過

等

①広場 ②開放 ③境界 ④職住 ⑤流動

検証の視点

再開発計画の検証に関する申入れ（ 骨子）

（ 令和２（ 2 0 2 0 ）年１１ 月 準備組合）

●こ れまでの視点等を基本と し つつ、 状況変化を捉え更なる深度化を図る

●駅・ 駅前広場・ 周辺市街地を一体的に捉え、 将来の魅力的なまちづく り

　 の中核を担う 「 駅まち空間」 の実現に向け検討と 関係者と の調整等を行う

〇にぎわい・ ウォ ーカ ブル　 〇魅力的な「 駅まち 空間」 の整備

〇オープンスペースの拡充・ 利活用　 〇緑化・ 脱炭素化　 〇防災

再開発計画の検証状況について（ 中間報告）

（ 令和3 ( 2 0 2 1 )年1 2 月 準備組合）

※詳しく はニュースレター第３ 号参照※詳しく はニュースレタ ー第2 号参照

※詳しく はニュースレター第4 号参照

3 向丘出張所の機能の充実に向けた取組

　 「 宮前区役所向丘出張所の今後の活用に関する方針」 （ 令和

4 (2 0 2 2 )年2 月策定） に基づき 、 「 多世代が気軽に立ち寄り 、

人や活動がつながる、 向丘地区の核と なる出張所」 を 目指し 、

市民の皆さ まと 一緒に、 出張所の一層の活用を図るための取組

を進めていき ます。 詳し く は市H Pへ

出張所に求めら れる機能

①地域の居場所

②活動・ 交流の場

③情報受発信

④生涯学習

⑤図書サービス

⑥防災

⑦相談

⑧行政手続

　 令和５（ 2023）年３ 月に木質化リ ノ ベーショ ンし 、

4 月に地域交流イベント「 向丘つながるサンデー」

を開催するなど、地域の居場所づく り 、交流の場づ

く りを進めています。

　 また、木質化と 調和を図ったト イレ改修を行って

います。（ 令和５（ 2023）年11月完成予定）

　 木質化に合わせ図書コ ー

ナーをリ ニュ ーアルし 、地域

の図書ボランティアの協力に

よる「 おはなし 会」の開催な

ど、本を通じ た交流の取組を

進めています。

公共機能の方向性について

1 宮前区役所・ 市民館・ 図書館を

鷺沼駅周辺に移転・ 整備し ます

2 民間事業者と 連携し 、

文化・ 交流拠点を 創り ます

3 現区役所等施設・ 用地の

活用は市民参加で検討し ます

宮前区のミ ライづく りプロジェクト の概要について

宮前区のミ ラ イづく り プロジェ クト
鷺
沼
駅
前
地
区

再
開
発
事
業

1 新宮前市民館・ 図書館・ 区役所の整備に向けた取組

2 現区役所等施設・ 用地の活用に向けた取組

3 向丘出張所の機能の充実に向けた取組

4 駅アク セス向上に向けた取組

連携

2 現区役所等施設・ 用地の活用に向けた取組

　 現在の宮前区役所等の施設・ 用地の活用については、 「 市による施設・ 用地の保有」 、 「 宮前区全体と 周辺エリ アの

将来を見据えた課題やニーズの整理」 、 「 市民参加による検討」 の３ つの考え方を基本と し て検討を進めており 、 こ れ

までに、 関係団体等へのヒ アリ ングや区民意識アンケート を実施し 、 市民の皆さ まのご意見を伺っ てきまし た。

　 令和７（ 2025）年度に予定し ている「（ 仮称） 宮前区役所等施設・ 用地の活用に関する基本方針（ 活用基本方針）」 の策定

に向けて、 多様な意見聴取を実施するため、 令和5（ 2023）年度後半は、 これまでにいただいたご意見等を活かし ながら、

市民参加によるワークショ ッ プを行い、 さ らに検討を深めていきます。

主なスケジュ ール（ 予定）

詳し く は市H Pへ

～令和４ (2 0 2 2 )年度

関係団体等への説明

・ ヒ アリ ング（ 第１ 回）

区民意識アンケート

令和５ (2 0 2 3 )年度

関係団体等への説明

・ ヒ アリ ング（ 第２ 回）

ワーク ショ ッ プ

令和６ (2 0 2 4 )年度

現施設・ 用地の

活用に関する

基本的な考え方の策定

令和７ (2 0 2 5 )年度

活用基本方針の策定

令和８ (2 0 2 6 )年度～

活用基本方針に基づく

取組の推進

　 再開発事業の早期着手及び早期効果発現に向けて、 次のと おり 取組を 推進

１ ． 引き 続き「 基本方針」 に基づく 取組を推進し 、 宮前区全体の活性化を 促す「 核」 と し ての地域生活拠点の形成を 図る

２ ． 公共機能の施設計画・ 官民連携に向けて、 基本設計・ 実施設計にて検討を 深度化する

３ ． 社会状況・ 社会ニーズへ対応し た持続可能なま ち づく り に向け、 準備組合と 協議・ 調整を 図る

４ ． 再開発事業全体のスケジュ ールを 踏ま えて、 公共機能に関する 取組を 推進する

市の取組方針

スケジュール（ 予定）

都市計画決定（ 令和５（ 2 0 2 3 ）年９ 月 川崎市）

N

2 ホール構成

駅前広場を 拡充

ステッ プテラス

の設置

街区間デッ キ設置による 回遊性の向上

「 働く 機能」 導入

まちに開いたホワイ エ

駅前
広場 市民館・

図書館

商業 交
通
広
場

商業・ 業務

鷺
沼

3
6

号
線

大ホール

小ホール

ホワイエ

住宅

区役所

住宅

計画地

北街区

駅前街区

まち へ抜ける貫通道路に

よる 連続的な 賑わいの形成
鷺沼36号線側低層部イメージ（ 準備組合提供）
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• 資金計画の収支を含め、適正に内容を確認し、組合設立認可を行う。
• 各取組における課題や対応について検討を推進する。

鷺沼駅前地区再開発事業の進捗状況及び公共機能に関する取組の検討について 資料

１ 経過等
(1) 令和６年７月25日まちづくり委員会報告について

令和６年７月に、鷺沼駅前地区市街地再開発事業について準備組合からの報
告書提出を受け、準備組合が検討を深度化した事業計画・事業費・スケジュールの
内容等について、まちづくり委員会へ報告しました。（詳細︓参考資料「令和６年７
月25日まちづくり委員会報告資料」）
ア 準備組合からの進捗状況に関する報告
(ｱ) 建物計画の変更
（駅前街区︓37階建・380戸→32階建・340戸、

北街区 ︓20階建・130戸→19階建・110戸）

(ｲ) エリア価値向上に寄与する魅力的な駅まち空間の創出検討
（駅と再開発事業の連携による回遊性向上・ 利便性向上に向け、検討）
(ｳ) 再開発に係る総事業費（組合支出総額）の算出
（約880億円）
(ｴ) スケジュールの変更
（駅前街区令和9〜10年度竣工、北街区令和12〜14年度竣工

→駅前街区令和13年度竣工、北街区令和17年度竣工）

イ 本市の今後の取組に関する説明
10月頃までの間、今回の報告内容及び今後予定されている組合設立認可申請

の内容を踏まえ、再開発事業、公共機能の導入、現区役所等施設・用地に関する
各取組について、以下の検討を行うこととしました。

• 工事費の精査内容について、準備組合において特定業務代行候補者及び設計
者と、内装の仕様変更、地下構造物と駅前広場の大屋根の一部削減等、必要
な機能は残しながら、効率的なコストダウンにつながる設計の見直しを行いました。

• 第三者により構成される特定業務代行者選定委員会からの推薦を受け、準備組
合により正式に特定業務代行者を決定しました。

• 本事業については、区民の日常生活を支え、防災拠点としての機能を有しながら、
高低差等によるアクセス性や建物の老朽化などに課題のある区役所、市民館・図
書館について、商業施設や都市型住宅等の民間施設とともに駅前に一体的に整
備し、拡充する交通広場を活用することで区内へのアクセス性向上に寄与すること
から、立地適正化計画の趣旨に合致した取組であり、長期的な視点から、計画
的に、補助金嵩上げ適用額（※）にて資金計画が作成されているものです。
※ 立地適正化計画に基づき実施される市街地再開発事業に対し、土地整備費及び共同

施設整備費について係数を1.35倍する制度

• 補助率は22.7％（補助金額／事業費）となっており、本市の平成19年度以
降の直近の再開発事例４地区平均（28.8%）よりも低い数値になっています。

立地適正化計画について

(1) 特定業務代行者の決定

(2) 再開発事業に関する補助金額等

←居住促進区域
（「川崎市立地適正化計画」の素案より）

• 立地適正化計画とは、都市全体の構造を見渡しながら、住宅及び医療・福
祉・商業その他の居住に関連する施設の誘導と、それと連携した地域公共
交通ネットワークの再編を行うことにより、コンパクト・プラス・ネットワークの実現
を図るもので、川崎市では、令和６年度中の策定を目指しています。

２ 再開発事業の進捗状況について

(2) 今回の報告内容

 再開発事業の手続きについて

 再開発事業の進捗状況について
 再開発事業と公共機能に関する取組の検討について
 魅力的な駅まち空間の創出について

 今後のスケジュール

駅前街区

北街区
位置図

鷺沼駅
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人口減少と少子高齢化の更なる進展、自然災害の激甚化・頻発化に対応するため、居住機能や都市機能を誘導す
る区域、誘導施策及び防災・減災対策の取組を位置づけることで、「市民等と行政の協働による持続可能かつ安全・安
心なまちづくり」をめざす計画

(1) 再開発事業に関する取組
• 組合設立認可にあたり、費用便益含めて資金計画を確認しました。
• 引き続き、事業費、スケジュールの精査等により効率的・効果的な事業となるよう継続

して組合と調整するとともに、補助金に係る嵩上げ制度の適用に関する検討も進めてま
いります。

令和 6(2024)年度 都市再開発法に基づく再開発組合の設立認可（事業認可）
令和 7(2025)年度 工事着手(インフラ工事)
令和13(2031)年度 駅前街区工事完了
令和17(2035)年度 北街区工事完了

従前

見直し

交通広場

商業

住宅

商業

住宅

公共

全体配置図兼１階平面図

▼竣工 竣工▼

▼竣工 ▼竣工

※現時点での検討状況であり、今後の設計等により変更となる可能性がございます。

３ 再開発事業と公共機能に関する取組の検討について

鷺沼駅
駅前広場

組合設立認可申請書を基に作成

当地区においては、令和６年9月20日、都市再開発法第11条第1項の規定に
基づき、第一種市街地再開発事業の施行区域内の宅地について所有権を有する
者から組合設立認可の申請がなされ、令和６年11月11日、組合設立認可を行い
ました。

ア 資金計画

支出項目
項目 金額(百万)

調査設計計画費 4,280
土地整備費 1,573

補償費 1,813
工事費 77,058
事務費 612

借入金利子等 1,164
その他 1,500
合計 88,000

収入項目（※）

項目 金額(百万)
保留床処分金 65,180

補助金 21,877

公共施設管理者負担金 943

合計 88,000

市街地再開発事業補助金 19,057百万
防災・省エネ緊急促進事業補助金 2,820百万
：事業計画書「補助金算出根拠」より

駅前街区 北街区
敷地面積 約１１,１７０㎡ 約３,６８０㎡
建築面積 約９,４４０㎡ 約３,１５０㎡
建蔽率 約８５％ 約８６％

延べ面積 約８３,１９３㎡（※） 約２６,１２３㎡（※）

容積対象面積 約５５,８５０㎡ 約１８,４００㎡
容積率 約５００％ 約５００％
階数 地下２階 地上３２階 地下２階 地上１９階
構造 ＲＣ造 一部ＳＲＣ造、一部Ｓ造 ＲＣ造、一部Ｓ造

建物高さ(最高高さ) 約１３３ｍ(約１３３ｍ) 約８９ｍ(約８９ｍ）

主要用途 商業、市民館・図書館(大ホール含む)、
都市型住宅、業務、駐車場等

区役所､市民館(小ホール)､
都市型住宅、駐車場等

住宅戸数 約３４２戸（※） 約１１０戸

イ 建物計画

〔内訳〕

(3) 組合設立認可について

組合設立認可申請書から抜粋

※ 前回報告からの追加・変更点

北街区

駅前街区
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(2) 公共機能の導入に関する取組

ア 駅前街区（市民館・図書館機能）

• 再開発事業のスケジュール変更を踏まえ、市民館・図書館の設計・工事等のスケ
ジュールを見直すとともに、建物計画変更による市民館・図書館の基本設計への影
響について確認し、準備組合との調整を行いました。

• また、官民の垣根を超えたフレキシブルな施設利用や施設全体として一体感が感じら
れる運営等の工夫について、準備組合との協議を進めました。

• 今後は、建物計画変更による影響を踏まえて引き続き基本設計を行い、施設全体
の計画や設計等と調整を図りながら、実施設計や管理運営計画の策定を進めてまい
ります。

令和08（2026）年度 実施設計完了・管理運営計画策定
令和14（2032）年度 供用開始

(3) 現区役所等施設・用地に関する取組
• 再開発事業のスケジュール変更により生じた時間を最大限に活用し、「（仮称）宮

前区役所等施設・用地の活用に関する基本方針（以下「活用基本方針」とい
う。）」策定に向けた新たな取組として、これまでの市民アイデア等を活かした実践的
な取組などを実施します。

• 行政需要との調和や、民間事業者からの事業性等の確認も行いながら、持続可能
性を考慮した検討を深めつつ、活用の方向性を段階的に示すという考えは踏襲し、活
用基本方針策定の前に、活用に向けた基本的な考え方を取りまとめます。

• なお、新たな取組を実施するとともに、引き続き幅広く市民の声も聴きながら、取組に
関する情報周知を随時行ってまいります。また、活用基本方針策定後についても、本
格実施へ向けて、検討の各段階において市民参画による実践的な取組を続けてまい
ります。

令和09（2027）年度 活用に向けた基本的な考え方の取りまとめ
令和10（2028）年度 活用基本方針の策定

引き続き、宮前区全体の活性化を促す核としての地域生活拠点の形
成に向け、関係局区で連携し、取組毎に事業効果への影響も勘案し
ながら適切な費用負担等に向けた検討を行い、取組内容を適宜見直
しつつ、事業を着実に推進してまいります。

従前

見直し

従前

見直し

従前

見直し
イ 北街区（区役所機能（一部市民館機能あり））
• 供用開始時期が令和18（2036）年度となったことから、区役所に係るデジタル化

等の関係施策との連携を深度化していくことで、今後の区役所を取り巻く状況の変化
などに対応した、必要な区役所機能の検討を各取組段階で進めてまいります。

令和11（2029）年度 基本計画の策定
令和12（2030）年度 基本設計、令和13（2031）年度以降 実施設計
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再開発事業

• 鷺沼駅前は、昭和30年代以降に都市化が進んだまちの次の100年に向けて、災害
に強く、多様なライフスタイルに対応したまちづくりの推進が求められています。

• 宮前区における都市機能誘導施設を拠点駅前に集約するとともに、地域交通ネット
ワークの再編を行う本事業は、社会情勢の変化を踏まえてますます効果発現のニー
ズが高まっており、宮前区全体の活性化を促す核として、本市の立地適正化計画に
おける拠点整備のリーディングプロジェクトとなる事業です。

• 事業者に対しては、引き続き事業性の更なる改善や生産性向上に取り組み、早期
の着工及び早期の供用開始が実現できるよう指導・要望していく一方で、市としても、
事業効果への影響を勘案しつつ、竣工に至るまでのあらゆる局面でコスト削減の意
識を持ちながら、適切に事業を進める必要があります。

• 各取組において、費用便益・費用対効果、関係者都合等による期限を踏まえながら、
具体的な内容の精査や見直しを継続して実施していく必要はありますが、これらを着
実に進めることで、市としても適正な事業となることを確認し、組合設立認可を行いま
した。

４ 魅力的な駅まち空間の創出について
• 令和6(2024)年12月 事業の進捗状況について市政だよりに掲載いたします。
• 令和7(2025)年2月〜 オープンハウス型説明会の開催、ニュースレター等を活用

した周知の取組（区内全戸配布を予定）等による市民周知を実施してまいります。

６ 今後のスケジュール

ニュースレターvol.5（令和5年10月発行）オープンハウス型説明会の開催の様子

• エリア価値向上に寄与する駅まち空間の創出検討の進捗状況については、線路を
挟んだ南北のまちの一体感の醸成等を図るため、組合として駅と再開発事業の連
携による回遊性向上・利便性向上に向け検討しており、再開発事業において建設
する建物が、隣接する駅敷地の改札に接続することから、組合と鉄道事業者で令和
６年１１月に基本協定を締結し、協議を進めているところです。

５ 再開発事業の手続きについて

※本イメージは現時点での検討状況であり、今後の設計等により変更となる可能性がございます。
駅前広場イメージ（再掲）

事業スケジュール
建築工事期間（予定） 着工 竣工

駅前街区 令和9年10月 令和14年3月
北街区 令和15年8月 令和18年3月

※組合設立認可申請書より

全体スケジュール（予定）
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〇 平成29年 8 月 鷺沼駅前地区再開発準備組合(以下「準備組合」という。)設立
〇 平成31年 3 月 鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本方針 策定(川崎市)
〇 令和 2 年 6 月 環境アセスメント準備書公告
〇 令和 2 年 7 月 都市計画素案説明会 開催(川崎市)
〇 令和 2 年11月 「再開発計画の検証に関する申入れ」提出(準備組合⇒市)
〇 令和 3 年12月 「再開発計画の検証について」中間報告(準備組合⇒市)
〇 令和 4 年11月 「再開発計画の再検証結果報告」提出(準備組合⇒市)

⇒ まちづくり委員会に報告(令和4年11月24日)
〇 令和 5 年 9 月 都市計画決定・変更(川崎市)

〇 令和 6 年 4 月 環境アセスメント評価書公告
〇 令和 6 年 7 月 事業報告書 提出(準備組合⇒市)

鷺沼駅前地区再開発事業の進捗状況について 参考資料１(令和6年7月25日まちづくり委員会資料)

１ 経過及び計画概要
（１）地区概要

所在地 ︓川崎市宮前区鷺沼一、三丁目、小台一丁目地内（約２．３ｈａ）
施行者 ︓鷺沼駅前地区市街地再開発組合

（２）経過

第一種市街地再開発事業
高度地区利用地区
地区計画

久末鷺沼線
(一部拡幅)

鷺沼線(付替)
鷺沼駅南口
駅前広場

交通広場

⇒昨今の社会経済情勢の変化を踏まえた計画の見直し等について、現時点での進捗状況
の報告を受けたものです。

〇 魅力的な「駅まち空間」の整備 〇 にぎわい・ウォーカブル 等
■これまでの検討内容 (令和4年11月まちづくり委員会資料から抜粋)

駅前街区 北街区
敷地面積 約１１,１７０㎡ 約３,６８０㎡

建築面積 約９,１５０㎡ 約３,１５０㎡

建蔽率 約８２％ 約８６％

延べ面積 約８６,０００㎡ 約２９,０００㎡

容積対象
面積 約５５,８５０㎡ 約１８,４００㎡

容積率 約５００％ 約５００％
階数 地下２階地上３７階 地下２階地上２０階

構造 ＲＣ造一部ＳＲＣ
造、一部Ｓ造 ＲＣ造、一部Ｓ造

建物高さ
(最高高さ)

約１４０ｍ
(約１４６ｍ)

約８６ｍ
(約９２ｍ)

主要用途
商業、業務、公共、

住宅、交通広場 住宅、公共

住宅戸数 約３８０戸 約１３０戸

地域地区等 商業地域(容積率500%)
防火地域、高度利用地区

地区計画 鷺沼地区地区計画

市街地再開発事業 鷺沼駅前地区
市街地再開発事業

都市施設

交通広場
都市計画道路
3・4・13号久末鷺沼線
3・4・14号鷺沼線
(鷺沼駅南口駅前広場)

鷺沼駅
施行予定区域

駅前街区

北街区

案内図

新型コロナ危機を契機とした社会ニーズの変化等に対応するため、 「広場」・
「開放」等の検証視点を基本としつつ、施設計画の見直しや機能の検証を実施

（３）計画概要（令和4年11月）

住宅
市民館・図書館

区役所
商業
交通広場
駐車場等

駅前街区

キープラン北街区

街区間デッキ

地下通路

■建物計画 ■計画断面図 (アセス評価書より)(アセス評価書より)

航空写真

37F

20F

5F 6F

B2F B2F

至 渋谷

至 長津田
フレルさぎ沼

新型コロナ
などに起因
した検証

配置計画図

鷺沼駅
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２ 準備組合からの進捗状況の報告について（令和6年7月）

当組合は、令和4年11月以降、駅・駅前広場・周辺市街地を一体的に
捉えた魅力的な駅まち空間の実現、線路を挟んだ南北のまちの一体感の
醸成、拡充した駅前広場の積極的な活用に向けて、関係者との調整を実
施してまいりました。
ア 駅まち空間の創出
駅前広場は利用者の快適なアクセスを確保するとともに、市民の憩いの場

となり、イベント時にも使いやすい魅力的な公共スペースの創出に努めます。
また、地域とつながり、まちの一体感を醸成し、地域のシンボルとなるような

駅まち空間の実現に向けて関係者と協議を進めてまいります。
イ 交通結節機能
来街者が、雨に濡れずに駅前街区と交通広場や地下駐車場等へアクセ

スすることができ、北街区とも往来できる地下通路等の移動ルートを検討し
ています。
これまでの検討に加え、組合として駅と再開発事業の連携による回遊性

向上・利便性向上に向け、検討しているところです。

（２）エリア価値向上に寄与する魅力的な駅まち空間の創出検討について

※本資料に掲載の図面、イラスト・内容等は現時点での検討状況であり、
今後の設計により変更となる可能性がございます。

駅前広場イメージ

※準備組合報告資料から抜粋
（赤字は川崎市補足）

駅前街区 北街区
敷地面積 約１１,１７０㎡ 約３,６８０㎡
建築面積 約９,４４０㎡ 約３,１５０㎡
建蔽率 約８５％ 約８６％

延べ面積 約８４,０００㎡ 約２７,０００㎡
容積対象面積 約５５,８５０㎡ 約１８,４００㎡

容積率 約５００％ 約５００％
階数 地下２階 地上３２階 地下２階 地上１９階
構造 ＲＣ造 一部ＳＲＣ造、一部Ｓ造 ＲＣ造、一部Ｓ造

建物高さ(最高高さ) 約１３３ｍ(約１３３ｍ) 約８９ｍ(約８９ｍ）

主要用途 商業、市民館・図書館(大ホール含む)、
都市型住宅、業務、駐車場等

区役所､市民館(小ホール)､
都市型住宅、駐車場等

住宅戸数 約３４０戸 約１１０戸

イ 建物計画

駅前街区

北街区

キープラン

※プラン再検討に伴い､環境影響評価書で提出した高さよりも最高高さが低い計画となっております。

ウ 計画断面図

（１）事業計画（令和6年7月）
ア 本市要望等を踏まえたイメージコンセプト

継続的な設計の深度化と社会経済情勢の変化への対応
当地区においては、令和４年11月の「鷺沼駅前地区第一種市街地再開発事業の再検証」以降、将来にわたり市民が安心・快適に利用できる施設となるよう、計画の検討・検証

を継続して行ってきており、市は、準備組合に対して、計画の更なる深度化を図るに当たって、①鷺沼の自然や地形の変化を活かした建築計画や、②歩いて楽しく居心地のいい空間
づくり、③連続的な賑わいが駅から周辺市街地にまで広がっていくウォーカブルな駅前広場等の整備を求めてまいりました。
上記に加え、資材費・労務費の高騰など、昨今の社会経済情勢の変化への対応を図るため、準備組合で事業計画の見直しや設計の深度化を進め、今回の進捗状況の報告に

至ったものです。

住宅
市民館・図書館
区役所
商業
交通広場
駐車場等

街区間デッキ

地下通路

32F

19F

5F

B2F

6F

B2F

・緑や坂が多い鷺沼の風景との調和
・多様な人が賑わうウォーカブルな
駅前空間

主な変更点
[階数(階)]
駅前37→32
北20→19
[最高高さ(m)]
駅前146→133
北92→89
[住宅戸数(戸)]
駅前380→340
北130→110
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イ 特定業務代行候補者による検討と事業スケジュールについて

• 特定業務代行候補者からの提案を受けたところ、組合の予定していた工事費と
乖離が大きく、工事費の調整に時間を要したため、 当初令和５年度中に予定
していた組合設立認可申請の時期に遅れが生じました。

• また、特定業務代行候補者による施工計画提案をもとに、設計者を含めて各
街区の工事工程が合理的な施工計画となっているか精査した結果、駅前街区
で約６９か月、北街区で約４７か月の工期を要する想定（既存建物等解体
工事を含む。）です。

（３）特定業務代行者制度の活用と事業費の算出

項目 金額
調査設計計画費 42.8

土地整備費 15.7

補償費 18.1

工事費 770.6

事務費 6.1

借入金利子 11.7
その他 15.0

合計 880.0

（４）事業スケジュール

〇 令和０６年度 組合設立認可申請（予定）
〇 令和０７年度 権利変換計画認可申請（予定）
〇 令和０７年度 駅前街区着工（予定）
〇 令和１３年度 駅前街区竣工（予定）
〇 令和１４年度 北街区着工（予定）
〇 令和１７年度 北街区竣工（予定）

※準備組合報告資料から抜粋
（赤字は川崎市補足）

ア 特定業務代行候補者との工程検討に伴う工期増の要因について
• 働き方改革により４週８閉所となる等、労務環境の変化

(建設業だけでなく、物流業の労働規制により１日当たりの資材搬入効率も減)
• 都心近郊における大規模開発の増加による人手不足
• 工事費削減のため、基盤工事手順の見直し
• 資材不足、高層エレベーター等の受注逼迫による納期遅延
• バス営業を継続しながら施工するための工事手順見直し

イ 特定業務代行制度の活用と事業費について
• 建設会社の着工需要集中等により受注制約が予

想されていることから、早い段階で特定業務代行
者を選定し、工事費や工期の見極めを行うとともに、
技術提案等を受けながら各種工事計画・調整を
スムーズに行っていくことを目的に、令和５年度に
特定業務代行者の公募を行いました。

• 第三者により構成される特定業務代行者選定委
員会からの報告を受けて、提案のあった２社のうち
１社を候補予定者として選定し、協議を行ってきま
した。

• 川崎市からの指導等により、これまでの検証におけ
る「広場」や「開放」等の視点や、「ウォーカブル」で
魅力的な「駅まち空間」の実現といった、まちの魅
力向上を図る機能を維持しながら、特定業務代
行候補者や設計者と、効率的なコストダウンにつな
がる設計の見直しを含め、工事費及び工程などに
ついて協議を重ねてきました。

• それらの協議状況や、昨今の資材費・労務費高
騰の状況を踏まえ、事業に関する各項目の金額を
調整し、準備組合として再開発事業に係る事業
費を算出しました。

ア 資材費・労務費等の社会経済情勢の変化について

• 資材費の上昇（鉄骨、生コン、ガラス、設備機器の定価改定、電線管等）
• エネルギー価格高騰（電気料金、原油価格、輸送費等）
• 大型物件の特注品設備機器などの大幅な高騰に伴う設備工事費の上昇
• 人手不足による設備工事費の上昇

(手持ち工事過多、受注抑制、超大型案件の集中による影響など）
• 働き方改革による時間外労務上限規制に伴う労務時間減による労務費増

※特定業務代行制度とは
民間事業者の専門的な

知識・経験を活用して事業
の円滑な推進を図るため、
施行者からの委託に基づき、
基盤・解体・建築の一連し
た施工や未処分保留床の
責任を含めて、民間事業
者が代行する制度

２ 準備組合からの進捗状況の報告について

（億円）〇事業費
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３ 今後の取組について

（１）再開発事業について

ア 宮前区全体の活性化を促す「核」としての拠点の形成
山坂が多く、駅勢圏に比べ市域の奥行きが広い宮前区においては、少子高齢化の進展を踏まえ、駅周辺に都市機能を集約していくコンパクトなまちづくりと、交通ネットワーク

の充実を図るなど、将来にわたり、市民が安心・快適に利用できる施設計画や機能を整備することが重要です。
鷺沼駅前再開発事業は、交通広場を拡充し交通結節機能の再編を図るとともに、官民連携により、商業・業務・公共など多様な都市機能の集積を図ることによって、昭和

３０年代以降に都市化が進んだまちの次の１００年に向けて、災害に強く、多様なライフスタイルに対応したまちづくりを推進し、駅前だけでなく、宮前区全体の活性化を促す
核としての地域生活拠点の形成を図るものであり、今回の準備組合の計画の見直しを踏まえながら、引き続き、関係局区で連携し、事業を推進してまいります。

イ 特定業務代行制度の活用による効率的・効果的なまちづくりの推進
当地区は、駅周辺に都市機能を集約していくコンパクトなまちづくりなどを進めていることから、鉄道に近接する工事、２街区に分かれた工事やバス営業を継続しながらの段階

的な工事などの様々な施工条件に適切に対応することなどが求められております。
加えて、昨今の建設資材や労務費の高騰などの社会経済情勢の変化も踏まえながら円滑に工事を進めるため、事業の早期の段階から特定業務代行制度を活用することで、

効率的・効果的なコストダウンにつながる設計の見直しや、建設業界の時間外労働規制などにも対応した、安全かつ効率的な施工計画を検討し、参考として、過去の市内類
似事例などから約400から500億円としていた事業費については、様々な観点から、より実勢に即した検討を行っています。
今後につきましても、引き続き、準備組合に対して、特定業務代行候補者や設計者と連携して事業性の更なる改善や生産性向上に取り組み、公共施設として求められる機

能を適切に確保しつつ、早期の着工及び早期の供用開始が実現できるよう指導・要望してまいります。

ウ 再開発事業と駅や周辺市街地を一体的に捉えた「駅まち空間」の検討
多様な人々が集まる駅や駅周辺においては、限りあるスペースの中で多様な機能や施設の柔軟な運用などが求められており、駅や駅前広場、周辺施設をそれぞれ個別にでは

なく一体的に捉えた駅まち空間として、そのポテンシャルを最大限に発揮できるような検討が必要となっています。
このような中、準備組合では、利用者の快適なアクセスを確保することや、市民の憩いの場でありイベント時にも使いやすい魅力的な公共スペースの創出など、魅力的な駅まち

空間の実現に向けた回遊性・利便性の向上などを継続して検討しており、本市としては、再開発事業と駅や周辺市街地などが一体的で魅力ある駅まち空間となるよう、駅を挟
んだ南北のまちの連携強化などを含め、更なる取組の検討を要望してまいります。
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３ 今後の取組について

（３）現区役所等施設・用地に関する取組

・ 令和６年10月頃まで 今回の報告内容及び今後予定されている組合設立認可申請の内容を踏まえ、各取組における課題や対応について検討を推進してまいります。

・ 令和６年10月以降 検討結果の報告・公表、オープンハウス型説明会の開催等による市民周知を実施してまいります。

４ 今後のスケジュール

組合設立認可申請においては、資金計画の収支含め、都市再開発法に基づき適正に内容を確認し、認可手続きを行ってまいります。

（２）公共機能の導入に関する取組
＜新宮前市民館・図書館＞

＜新宮前区役所＞

スケジュールの変更により生じた時間を最大限活用するような取組と、こうした取組の結果を反映する「（仮称）宮前区役所等施設・用地の活用に関する基本方針」の適
切な策定時期を検討してまいります。
活用基本方針の策定に当たっては、これまでに把握した市民ニーズや行政需要に加え、地域課題の整理や民間事業者の意見等も踏まえつつ、引き続き市民の声も聴きな

がら取組を進めてまいります。

スケジュールの変更を踏まえ、引き続き、施設全体の計画・設計等との調整を行いつつ、新宮前区役所の基本計画の策定に向けて、デジタル化の状況等を踏まえた区役所
サービスの取組検討と整合を図り、検討を進めてまいります。

スケジュールの変更を踏まえ、引き続き、施設全体の計画・設計等との調整を行いつつ、 「新しい宮前市民館・図書館基本計画」に基づき、実施設計や管理運営計画の
策定に向けた取組を進めてまいります。
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家庭教育支援の取組について
川崎市社会教育委員会議（令和６年１１月２８日）

1

資料５
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2

生涯学習
教育基本法第3条においては，「生涯学習の理念」として，「国民一人一人が，自己の人格を磨

き，豊かな人生を送ることができるよう，その生涯にわたって，あらゆる機会に，あらゆる場所に
おいて学習することができ，その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければな
らない。」と規定されている。

教育領域
（教育基本法）

家庭教育
（第１０条）

学校教育
（第６条）

社会教育
（第１２条）

学校・家庭及び
地域住民等の

相互の連携協力
（第１３条）

企業内教育

趣味

文化活動

レクリエーション
活動

ボランティ
ア
活動

１ 家庭教育とは
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１ 家庭教育とは
（１）法的な位置付け

●社会教育法（昭和24年法律第207号）
（国及び地方公共団体の任務）
第3条3 国及び地方公共団体は、第1項の任務を行うに当たっては、社会教育が学校教育及び家庭教育との密接

な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努め、及び家庭教育の向上に資することとなる
よう必要な配慮をするとともに、学校、家庭及び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資す
ることとなるよう努めるものとする。
（市町村の教育委員会の事務）

第5条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予算
の範囲内において、次の事務を行う。

七 家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家庭教育に関する情報の提
供並びにこれらの奨励に関すること。

●教育基本法（平成18年法律第120号）
（家庭教育）
第10条 父母その他の保護者は，子の教育について第一義的責任を有するものであって，生活のために必要な
習慣を身に付けさせるとともに，自立心を育成し，心身の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。

2 国及び地方公共団体は，家庭教育の自主性を尊重しつつ，保護者に対する学習の機会及び情報の提供その他
の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。

（幼児期の教育）
第11条 幼児期の教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんがみ，国及び地方
公共団体は，幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他の適当な方法によって，その振興に努め
なければならない。

3
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１ 家庭教育とは

家庭教育は、親や、これに準ずる人が子どもに対して行う教育のことで、すべての教育の出発点であり、
家庭は常に子どもの心の拠り所となるものです。乳幼児期からの親子の愛情による絆で結ばれた家族との
ふれ合いを通じて、子どもが基本的な生活習慣・生活能力、人に対する信頼感、豊かな情操、他人に対す
る思いやりや善悪の判断などの基本的倫理観、自立心や自制心、社会的なマナーなどを身につける上で重
要な役割を担うものです。
さらに、人生を自ら切り拓いていく上で欠くことのできない職業観、人生観、創造力、企画力といった

ものも家庭教育の基礎の上に培われるものです。

「『社会の宝』として子どもを育てよう！（報告）」今後の家庭教育支援の充実についての懇談会（平成14 年7月）より

●2001（平成13）年 社会教育法改正
家庭教育に関する学習機会の充実等（第5条第7号関係）

家庭教育に関する学習機会の充実を図るため、「家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開
設及び集会の開催並びにこれらの奨励に関すること」を教育委員会の事務として規定

●2006（平成18）年12月 教育基本法改正
家庭教育の規定の新設（第10条）

●2008年（平成20年）6月 社会教育法改正
教育基本法の改正を踏まえた規定の整備等（第3条及び第5条関係）

家庭教育に関する情報の提供について、教育委員会の事務に関する規定を改正

（２）家庭教育に関する法改正等

（３）国における「家庭教育」の位置づけ

4
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各家庭における教育の支援や、大人も子どもも学び合い、育ち合う
ための環境づくりを通じて、家庭・地域の教育力の向上を図る

5

政策目標

夢や希望を抱いて生きがいのある人生を送るための礎を築く基本理念

自主・自立 共生・協働基本目標

主な事務事業

・家庭教育支援事業

・地域における教育活動の推進事業

・地域の寺子屋事業

Ⅵ 家庭・地域の教育力を高める基本政策

２ 本市の家庭教育施策の位置付け
●第２次川崎市教育振興基本計画 かわさき教育プラン 第３期実施計画
（令和４年〜令和７年）
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大人と子どもなど、地域での多世代の交流を増やすとともに、

家庭教育の悩みを軽減する

6

直接目標

子どもを安心して育てることのできるふるさとづくり基本政策(１層)

生涯を通じて学び成長する政策(２層)

主な事務事業

・ 家庭教育支援事業

・ 地域における教育活動の推進事業

・ 地域の寺子屋事業

家庭・地域の教育力の向上施策(３層)

２ 本市の家庭教育施策の位置付け
●川崎市総合計画 第3期実施計画 （令和４年〜令和７年）
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7

子育てについての悩みや不安の程度は「感じる（「いつも感じる」と「たまに
感じる」の合計）」が69.8%となっている。
令和２年度文部科学省委託調査
「家庭教育の総合的推進に関する調査研究
〜家庭教育支援の充実に向けた保護者の意識に関する実態把握調査〜」より

＜子育てについての悩みや不安の程度＞

文部科学省 「家庭教育支援関係予算について（令和6年度予算）
『地域における家庭教育支援基盤構築事業』」より

国の現状と課題

 子どもの学びや育ちを家庭を含めた社会全体で支援することが求められています。
 約7割の保護者が子育てに悩みや不安を抱えています。
 地域において子育ての悩みを相談できる人がいる保護者は約3割となっています。

３ 家庭教育の現状と課題
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川崎市の現状と課題

 核家族化の進行や、働き方の多様化、地域のつながりの変化等により、子育てに悩みや不安を抱える家庭があることを踏まえ、地

域社会全体で子育て家庭を支えながら、家庭教育の推進を図るしくみづくりが必要となっています。

 本市では、子どもが18歳未満の世帯に占める共働き世帯の割合が51.4％となっています。全国的にも共働き世帯は年々増加傾向に

あるとともに、核家族世帯も増加しており、今後、家庭の教育を支える地域の力がますます重要になってきます。また、子どもた

ちが地域で安全・安心に育つことができるよう、子どもと地域のつながりを拡充していくことが重要です。

 身近な学びの施設である市民館では、家庭教育に関する学級・講座の開催をはじめ、ＰＴＡが開催している家庭教育学級の支援、

企業等との連携による家庭教育事業などを実施しており、今後も地域において家庭教育を支援する取組が求められています。

20年間で約76,000世帯増加

３ 家庭教育の現状と課題

8
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（１）事業内容
①地域の実情に応じた家庭教育支援の促進
地域のおいて人材の発掘・リーダー養成等により、
家庭教育支援チームを組織化し、保護者への学習
機会や情報の提供等を実施する。
（R6目標：1,000チーム）

②個別の支援が必要な家庭への対応強化
①に加えて、特に個別に支援が必要な家庭に対し、
地域から孤立しないよう、専門人材も活用し、個々
の状況に寄り添いながら、次の２点を実施する。
・相談対応や情報提供を実施
・地域人材の資質向上のための研修の実施
（R6目標：100チーム）

４ 国における家庭教育支援
文部科学省「地域における家庭教育支援基盤構築事業」

文部科学省 「家庭教育支援関係予算について（令和6年度予算案）
『地域における家庭教育支援基盤構築事業』」より

●「家庭教育支援チーム」登録制度で登録したチーム：454 チーム（R6.10.24現在）
地方別 チーム数

北海道地方 18
東海地方 44
関東地方 107
中部地方 79
近畿地方 57
中国・四国地方 90
九州・沖縄地方 59

関東地方内訳 チーム数 備考
茨城県 39
栃木県 12
群馬県 15
埼玉県 13 内指定都市2チーム
千葉県 11 内指定都市3チーム
東京都 12 内23区8チーム
神奈川県 5 内指定都市3チーム
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10

ホームページ「子どもたちの未来をはぐくむ家庭教育」家庭教育支援チーム一覧より抜粋

４ 国における家庭教育支援
横浜市 相模原市 相模原市 三浦市 横須賀市

チーム名 ふわRIN子育て ふわRIN♪子育て オールウェイズ中央っ子 はっぴー子育て応援団 ふわRIN子育て

活動範囲 横浜市内全域 相模原市全域 中央公民館区内 三浦市全域 横須賀市内全域

組織体制 １７人 ２３人 ６人 １９人 １８人
子育てサポーター８人
相談士 ９人

子育てサポーター ５人
生活倫理相談士 ９人
元・現役教員 ７人
元・現役保育士 ２人

子育てサポーター ３人
民生・児童委員 １人
主任児童委員 １人
放課後児童支援員 １人

元校長 １人
幼稚園・保育園長 ２人
保育士 ３人
看護師 １人
市議会議員 １人
託児スタッフ ８人
ファシリテーター ３人

子育てサポーター１０人
生活倫理相談士 ８人

活動開始
年度 令和元年度 平成２４年度 令和２年度 平成２３年度 平成９年度

活動内容

・ふわRIN子育てセミ
ナー（奇数月はオンライ
ンセミナー、偶数月は対
面型のセミナー）を開催
します。保護者を対象に、
子どもとの関わり方や夫
婦・親子間の悩み等につ
いて学び合います。

・ふわRIN♪子育てセミ
ナーを月１回開催します。
子育てに関するテーマに
ついて講師の話を聞き、
参加者同士で話し合いも
します。
・小学生向けの「子供倫
理塾」を隔月で開催し、
「遊び、学び、しつけ」
をベースにテーマを決め
て、楽しみながら学びま
す。

・公民館で開催する「家
庭教育支援講座」につい
て、公民館担当者と企
画・運営を行います。
・年に数回「しゃべり
場」を開催し、保護者同
士で悩みを聞き合い、専
門家を交えながら交流を
図ります。
・小学校と連携して、週
に１回、放課後に公民館
の１室を子どもの居場所
として開放します。

・子育て中の父母等を対
象にした子育て支援講座
を開催します。
・月１回開催している
「ママcafé」は、日常か
らの解放により、育児の
負担感、不安を和らげる
ことを目的としている。
・地元農家と協力した、
家族の野菜の収穫体験を
行う。
・料理教室を開催し、料
理を通して、食育の推進
や親としての自己肯定感
のアップを図ります。

・ふわRIN子育てセミ
ナーを月１回開催します。
子育てに関するテーマに
ついて講師の話を聞き、
参加者同士で話し合いも
します。
・子供倫理塾を開催しま
す。「遊び・学び・しつ
け」を三本柱に、子ども
たちが楽しめるテーマで
年に数回開催しています。

【神奈川県内家庭教育支援チームの事例紹介】
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文部科学省「家庭教育支援推進事業～効果的な支援方策の調査検討・普及啓発～ 」

（１）家庭教育支援推進のための検討委員会の開催

４ 国における家庭教育支援

【直近の検討会議の開催】
平成28年度 家庭教育支援の推進方策に関する検討委員会
平成27年度 家庭教育支援手法に関する検討委員会
平成26年度 中高生を中心とした子供の生活習慣が心身へ与える景況当に関

する検討委員会
平成25年度 中高生を中心とした子供の生活習慣づくりに関する検討委員会

家庭教育視線チームのあり方に関する検討委員会
（２）家庭教育支援推進のための調査研究の実施

（３）全国家庭教育支援研究協議会の開催

【直近の調査研究の報告書】
令和５年度 家庭教育についての保護者へのアンケート調査について（参考資料参照）
令和５年度 民間による家庭教育支援について
令和４年度 家庭教育支援システム構築事業について
令和４年度 民間による家庭教育支援について
令和３年度 『家庭教育』に関する国民の意識調査について

【実施テーマ】
令和５年度 社会教育の裾野の広がりと社会教育人材が果たすべき役割

（社会教育推進フォーラムとして開催）
令和４年度 保護者に寄り添う家庭教育支援に向けた連携について
令和３年度 地域資源との連携による家庭教育支援の充実
令和２年度 地域の実情に応じたアウトリーチ型支援の充実に向けて 令和４年度全国家庭教育支援研究協議会チラシ

委員構成 人数
NPO法人・一般社団法人 3
全国民生委員児童委員連合会 1
家庭教育支援員 1
学識者 4
行政（山口県、釧路市、湯浅町） 3

計 12

平成28年度 検討委員会委員構成
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（１）市民館等における家庭・地域教育学級等、家庭教育に関する学習機会の提供

５ 本市の家庭教育支援事業の取組
●内容
家庭・地域教育学級は、子どもを豊かに育む地域社会の創造を目指し、子育てに関する家庭・地域課題の学

習機会を提供し、家庭教育の充実を目指す学級です。子育てに関する悩みや不安の解消・軽減につながるよう
な学習内容を設定するほか、地域でともに子育てする仲間をつくることや、地域全体で子育て家庭を支えてい
くという視点をもち、市民館で学級を開催しています。

12

No 実施館 学級名 学級ごとの
回数 対象

1 教文 はじめての子育て 5 生後4か月から8か月の子と保護者
2 教文 親子で絵本を楽しもう〜0歳からの絵本選び〜 1 「はじめての子育て」受講者または生後4か月から11か月の子と保護者
3 大師 輝く明日へ！ありがとう 5 生後6か月から就学前の第1子と保護者
4 大師 夏休みこどもイベント 1 未就学の子と親
5 田島 ココロもカラダもHAPPY育自 5 概ね1歳から3歳の子と親
6 幸 遊びって大切♪〜 5 2歳半から3歳半の子と親、関心のある方
7 幸 わが子に寄り添い”最強”の味方になるコミュニケーション講座 3 子育て中の保護者や支援者の方、関心のある方
8 日吉 ゆめみ☆学級 9 未就園の子と親
9 中原 子どもの「わくわく」をみんなで見守ろう！ 1 中原区周辺に在住・在学の小学1年生以上の子と保護者

10 中原 家族でわはは 10 3歳以下の子を持つ保護者
11 中原 ウェル・ビーイング・ママ 1 関心のある方
12 高津 はじめての赤ちゃんのいる暮らし 5 初回時点で第1子が3か月から1歳未満の子と保護者
13 高津 これから反抗期を迎えるわが子のために 5 主に小学生の子を持つ親、関心のある方
14 橘 0歳からの子育て 5 橘地区及びその近隣在住のおよそ1歳までの子と保護者
15 橘 親子で観て！学んで！楽しむ！マジックショー 1 橘地区及びその近隣在住の小学生と保護者
16 宮前 宮前親子学級 14 およそ1歳から4歳半までの第1子と保護者
17 菅生 赤ちゃん期の今だからできること。きいてみよう！やってみよう！ 8 およそ生後7か月から1歳7か月までの第1子と保護者
18 多摩 子育て講座〜0歳児と楽しく過ごそう〜 5 初回時点で0歳の子と保護者
19 多摩 子育て講座〜子どもと一緒に親も育つ（小学校に上がる前に編） 5 未就学または小学生の子を持つ親
20 麻生 初めてママのHAPPY！ママライフ 10 およそ生後3か月から8か月までの第1子と保護者
21 岡上 ともそだち〜子育ての、ちょっと先を見通そう！ 5 0歳から2歳の子を持つ親

【令和５年度家庭・地域教育学級一覧】（参考資料参照）
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実施状況 H30 R1 R2 R3 R4 R5

家庭・地域教育学級数
（単位：回）

目標 13 13 13 13 13 13

実績 24 23 19 23 21 21

家庭・地域教育学級の参加
者数（延べ人数） 実績 2,043 2,027 999 1,251 1,161 1,355

●実績
教文・市民館・分館１３館において、年１回以上、家庭・地域教育学級を開催するという目標に対し、過

去６年間、目標を上回る回数を開催しており、コロナ禍の影響が大きかった令和２年度〜３年度にかけても、
安定して開催することができました。

５ 本市の家庭教育支援事業の取組

13

例年の傾向として、特に乳幼児の子育て中の保護者を対象に、育児の不安やス
トレスの軽減等を図るとともに、地域で支え合う仲間づくりを目指す学級を多く
開催しています。

また、親子で一緒に参加できるイベントを通して親子のコミュニケーションを
図る学級や、学齢に応じた学習テーマを設定した学級も開催しています。

市民館における家庭教育に関する事業では、全市一律ではなく各区の事情に応
じて、行政（各区の地域みまもり支援センターなど）との連携や、地域の団体・
グループ等（保育ボランティアグループなど）の参画を図ることにより、参加者
が子育てに関する学びだけでなく、身近な地域の団体・グループと知り合う機会
となり、地域でのつながりづくりにつながっています。

家庭・地域教育学級の様子
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（２）ＰＴＡによる家庭教育学級開催の支援

５ 本市の家庭教育支援事業の取組
●内容
子どもの理解、親の役割、家庭環境及び家庭教育に関する地域における諸課題等についてＰＴＡが実施する

家庭教育学級に対し、講師派遣等の支援を行うことにより、子どもの健全な成長に向けた、学校、家庭及び地
域の連携による学習活動の振興を図ります。

＜ＰＴＡによる家庭教育学級の学習テーマや内容の一例＞
（１）子どもの心身の成長の理解に関すること

例）子どもの成長と生活習慣、遊びや友達の意味、食生活、学習、こづかい、テレビやゲームと子ども、
性教育など

（２）子どもの居場所、子どもの意見、安全、虐待、体罰、いじめなど、子どもの人権に関すること
例）子どもの思いを知る、子と親の対話、学校での人権教育の取り組み、保健室からの報告、川崎市子ど

もの権利に関する条例など

（３）家庭の役割と親子関係、親や地域の大人たちがなすべきこと
例）子どもを育てる地域の環境、親の生き方・子どもの生き方、子育てにおける父親の役割など

（４）川崎市外国人教育基本方針〜多文化共生の社会をめざして〜に基づいて、日本人と外国人がともに手を
たずさえて地域社会の創造をめざす、家庭教育に関する学習や活動

14

主なテーマ分類 子どもの心身
の成長の理解

子どもの人権
に関すること

家庭地域の役
割、親子関係

多文化共生に
関すること その他

単位ＰＴＡによる家庭教育学級の主
なテーマごとの開催数
（令和５年度実績108校の内訳）

34 5 49 0 20
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５ 本市の家庭教育支援事業の取組

実施状況 H30 R1 R2 R3 R4 R5

ＰＴＡ家庭教育学級開催数
（市・区単位開催を除く）
（単位：校）

目標 163 163 163 163 163 163

実績 163 163 54 85 111 108

ＰＴＡ家庭教育学級の参加
者数（延べ人数） 実績 18,213 16,527 3,855 5,531 7,241 8,184

●実績
コロナ禍の影響が大きかった令和２年度〜３年度にかけて、開催校が減少しましたが、徐々に回復傾向にあ

ります。一度開催が止まってしまった中でも、市民館では、ＰＴＡに対して学級開催に向けた丁寧な支援（Ｐ
ＴＡ担当者向けの説明会開催、学習テーマや講師選定などに対する助言等）を続けてきました。また、ＰＴＡ
においても、オンラインを活用したハイブリッド形式や、講演の様子を撮影して後日ＹｏｕＴｕｂｅに限定公
開するなど、工夫を凝らして開催していただいています。

テーマについては、助産師を講師に迎えた性教育・いのちの学習、親子コミュニケーションに関するもの、
子どもたち一人ひとりの個性を知る学習、子どもが様々な暴力から自分の心と身体を守る暴力防止のための予
防教育プログラム（ＣＡＰプログラム）の大人向け学習など、多様な学習テーマを、各ＰＴＡにおいて設定し
ていただいています。

15

27



（３）全市・各区「家庭教育推進連絡会」の開催による関係者間の情報共有の推進

５ 本市の家庭教育支援事業の取組
●内容
川崎市家庭教育推進連絡会は、子どもの健全な成長に係わっている学校、家庭及び地域の様々な団体等が、

それぞれの活動や課題等を共有することで、家庭教育支援の輪を広げ、団体等の活動の充実を図り、子どもた
ちの更なる成長につなげていくことを目的として開催する連絡会です。また、市推進連絡会は、行政区ごとに
区内の事業調整や意見交換を行うために、区家庭教育推進連絡会を設置します。

＜市推進連絡会委員構成＞
区分 団体・組織名

社会教育関係団体 川崎市ＰＴＡ連絡協議会
川崎市地域教育会議行政区議長会

区推進連絡会

川崎区家庭教育推進連絡会
幸区家庭教育推進連絡会
中原区家庭教育推進連絡会
高津区家庭教育推進連絡会
宮前区家庭教育推進連絡会
多摩区家庭教育推進連絡会
麻生区家庭教育推進連絡会

学校教育関係
川崎市立小学校長会
川崎市立中学校長会
川崎市教職員組合

行政関係
教育委員会事務局学校教育部長
教育委員会事務局生涯学習部長
教育文化会館・市民館長会

＜区推進連絡会委員構成＞
区分 団体・組織名

社会教育関係団体
区ＰＴＡ協議会
行政区地域教育会議

学校教育関係 川崎市立小学校長会
行政関係 教育文化会館・市民館
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５ 本市の家庭教育支援事業の取組

実施状況 H30 R1 R2 R3 R4 R5

家庭教育推進連絡会の実施
回数
（単位：回）

目標 16 16 16 16 16 16

実績 16 11 10 11 12 16

●実績
市推進連絡会及び行政区７区で年に２回開催するという目標に対し、コロナ禍の影響で開催を見送った

年度もありましたが、直近の令和５年度は目標通り開催することができ、家庭教育に関する好事例を横展
開し、情報共有することができました。

17

年度の前半に各区で第１回区推進連絡会を開催した後に、市推進連絡会を開催します。第１回市推進連
絡会では、家庭教育に関する当年度の事業計画を中心に、区推進連絡会で話し合われたことや、地域活動
の様子、区独自の取組などについて情報共有します。

年度の後半の第２回市推進連絡会では、家庭教育に関する事業の実施報告を中心に行います。市民館事
業・ＰＴＡ家庭教育学級などの実施状況や、委員が所属する団体の活動、区内の小・中学校に通う子ども
たちの様子などについて情報共有します。

市推進連絡会に、区推進連絡会の代表として出席される委員は、ＰＴＡに所属されている方が多く、Ｐ
ＴＡ家庭教育学級のテーマで好評だったもの、開催時に工夫していることなど好事例を共有することがで
きています。また、小学校長会・中学校長会選出の委員からは学校での子どもたちの様子や、社会教育関
係団体から選出の委員からは団体の活動に参加している子どもたちの様子などをお話いただいています。
これらの取組を通じて地域全体で家庭教育支援の輪を広げ、子どもたちの更なる成長につなげていきます。
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（４）企業や地域団体等と連携した取組の推進

年
度

回
数 実施企業等 内容

R5 1 コペルハウス川崎東口教室 ・アンガーマネジメントについて考える

R4 2 川崎市立中央支援学校親の会
百合丘こども文化センター

・障害者施設について学び、子どもたちの自立支援を考える
・子どもとのコミュニケーションのヒントについて学ぶ

R3 4
子育てグループ（プレイセンターかんが
るー、きらきら星）、ゆりかご幼稚園、
コミュニティスペースみんなの森

・アンガーマネジメントを学び、子どもとの接し方に活かす
・インターネットに潜む危険性を知る
・親子でリトミックを実践する、家庭教育への理解を促す

R2 2 カワサキ・ミッドマークタワー管理組合
子育てグループきらきら星

・家庭教育とは何かを知り、家庭教育の重要性について考える
・音楽を通じた子どもとの接し方を知り、家庭教育について考える

R1 1 （株）光陽電業社 ・家庭教育とは何かを知り、家庭教育の重要性について考える

H30 2 （株）ヨネヤマ
サギヌマスイミングクラブ ・家庭教育とは何かを知り、企業にとっての家庭教育の重要性を考える

●実績
実績は横ばいであり、実施が伸び悩んでいることが課題です。ホームページへの掲載や、市民館等市内施設

でのチラシの配架、川崎商工会議所のメールマガジンでの周知などを行いましたが、家庭教育支援講座（出前
講座）そのものの幅広い広報が必要です。

５ 本市の家庭教育支援事業の取組
●内容
市民館事業になかなか参加できない方々など、より多くの保護者が家庭教育について学ぶことができるよう

に、多様な主体と連携して、家庭教育に関する気軽に参加しやすい学習機会を提供し、子どもを持つ親の、親
として市民としての学びを支援しています。多様な主体として、企業や地域で活動する団体等と連携し、出前
講座やオンライン講座の形式で家庭教育について学ぶ機会を設けています。
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（５）その他
①ホームページ等での広報
●家庭教育推進事業
本市で取組む家庭教育推進事業を紹介している。
各市民館・分館ホームページ（事業・講座の案内ページ）
へのリンクや、本市の子育てに関すること全般について
掲載したページのリンクを付けている。

●家庭教育支援講座（出前講座）
出前講座のプログラム例や申込について案内している。

５ 本市の家庭教育支援事業の取組

19（子育て出前講座チラシ）

（家庭教育推進事業 実際のページ）

②チラシの配架
●家庭教育支援講座（出前講座）
市民館等市内施設でチラシの配架をしている。
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６ 他都市の家庭教育支援（神奈川県）

20
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６ 他都市の家庭教育支援（神奈川県）
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６ 他都市の家庭教育支援（神奈川県）
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６ 他都市の家庭教育支援（神奈川県）
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６ 他都市の家庭教育支援（神奈川県）

24

＜取組の傾向＞
県内の家庭教育支援取組状況を見ると、
①公民館や文化センターでの講座（本市で行う「家庭・地域教育学級」的な取組）
②ＰＴＡなどの団体による家庭教育学級（本市で行う「ＰＴＡ家庭教育学級」的な取組）
③家庭教育に係る多様なテーマでの講演会やイベント
④家庭教育の啓発に係る広報や情報提供（本市で行う「ホームページでの広報」的な取組）
などが主に実施さていて、およそ本市の取組と似通っています。
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●第５回定例会（１１月２８日）
・家庭教育支援について、現状と課題、国の取組、本市の現在の取組などについて説明
・関連する法律や、これまでの取組など資料の説明
・社会教育委員からいただきたい意見はどのようなものか、ポイントの説明

●第６回定例会（１２月２０日）
・社会教育委員から意見聴取

７ 社会教育委員会議での議論

本市では、家庭教育の推進にあたり取組を進めておりますが、コロ
ナ以降の家庭教育学級の参加者や担い手の減少、家庭教育自体の必要
性や認知度の向上等に課題を抱えているところです。
次年度の教育プランの改定にあたり、現状の地域や市民ニーズを捉

え、効果的な家庭教育推進の取組を検討するため、主に以下の点につ
いて、社会教育委員の皆様、それぞれの立場と知見から御意見をいた
だきたいと考えています。

・現状の市域における家庭教育について（ニーズ、内容、担い手等）
・家庭教育支援の充実について（取組、内容、実施場所等）
・家庭教育の普及啓発について（認知度向上、広報等）
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７ 社会教育委員会議での議論

現状の市域における家庭教育について（ニーズ、内容、担い手等）
・家庭教育の現状をどのように認識していますか、また、どのような、課題やニーズがあると感じてい
ますか。

家庭教育支援の充実について（取組、内容、実施場所等）
・家庭教育支援事業について、どのような課題があると感じていますか。
・家庭教育支援事業を、さらに充実させるためにどのようなことができると考えますか。
例）学級テーマや対象を設定する際のアイディア、

実施形式（講義形式、ワークショップ、オンラインの活用など）や実施場所に関するアイディア

家庭教育の普及啓発について（認知度向上、広報等）
・生涯学習部門における家庭教育については、国のアンケート調査（参考資料参照）を見ても、「家庭
教育」という言葉には馴染みがあるものの、その具体的内容についてはあまり浸透していないという
ことが言えます。家庭教育を普及啓発していくために、生涯学習部門ではどのようなことができる
と思いますか。
例）認知度向上のための取組としてホームページの充実に関するアイディア

家庭教育支援講座（出前講座）そのものの幅広い広報の方法に関するアイディア など
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●意見聴取のポイント
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